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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第16期
第２四半期
連結累計期間

第17期
第２四半期
累計期間

第16期
第２四半期
連結会計期間

第17期
第２四半期
会計期間

第16期

会計期間

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (千円) 6,458,3475,606,8753,602,7042,576,20111,143,389

経常利益 (千円) 282,786 428,721 185,892 320,866 774,807

四半期(当期)純利益 (千円) 369,620 529,352 109,905 366,941 673,336

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― △1,091 ― △4,900 ―

資本金 (千円) ― ― ― 5,568,2225,568,222

発行済株式総数 (株) ― ― ― 1,257,6301,257,630

純資産額 (千円) ― ― 8,885,9659,744,3699,214,671

総資産額 (千円) ― ― 19,407,16817,301,16218,701,070

１株当たり純資産額 (円) ― ― 7,238.307,937.547,506.06

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 301.08 431.19 89.52 298.90 548.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 45.8 56.3 49.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,333,4501,449,806 ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △231,501 687,405 ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,691,801△2,049,624 ― ― ―

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,212,9861,121,602 ―

従業員数 (名) ― ― 111 67 60

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　第16期第２四半期連結累計期間及び第16期第２四半期連結会計期間は四半期連結財務諸表を作成している

　ため、第16期第２四半期累計期間及び第16期第２四半期会計期間に代えて第16期第２四半期連結累計期間及

　び第16期第２四半期連結会計期間について記載しております。

　　　３　持分法を適用した場合の投資利益については、第16期第２四半期連結累計期間及び第16期第２四半期連結

　会計期間は四半期連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。第16期は連結財務諸表を作成して

　いるため記載しておりません。

　　　４　第16期第２四半期連結累計期間、第16期第２四半期連結会計期間、第16期、第17期第２四半期累計期間、

　第17期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果

　を有している潜在株式が無いため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 67（40）

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員数には、契約社員、パート従業員を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

不動産運用サービス事業 128,709 ― 31,098 ―

不動産再生・流動化サービス事業 ― ― ― ―

合計 128,709 ― 31,098 ―

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

不動産運用サービス事業 2,511,289 ―

不動産再生・流動化サービス事業 64,912 ―

合計 2,576,201 ―

(注)  １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　  ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10以上の相手先が

無いため、記載を省略しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間末の末日において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）におけるわが国経済は、中国を

中心とする好調なアジア諸国の経済成長に牽引され、雇用情勢が依然として厳しいながらも、緩やかな回

復基調にありましたが、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」により、電力供給等の社会インフ

ラへの影響だけでなく、日本経済に対して多大な影響を及ぼすことが懸念され、景気の先行きは不透明感

がより強くなりました。一方、当社が属する不動産業界は、低金利や政府による経済刺激策に下支えされ、

一部持ち直しの動きを見せましたが、依然として停滞が続いております。

このような状況のもと、当社は「ハローストレージ」を軸にした不動産運用サービス事業による安定

的なストック型ビジネスを展開いたしております。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

不動産運用サービス事業は、事業の中核となる「ハローストレージ」の収益安定化を図るために、オ

フィスビルの空室率の上昇等を背景として積極的な出店を行いました。また顧客満足を追求するために

運営現場の改善、お客様サポート体制の強化、地域密着型の営業活動を行いました。また、収益力向上のた

めに支払賃料の減額交渉、管理コストの見直しを行いました。この結果、売上高は2,511百万円となりまし

た。

一方、不動産再生・流動化サービス事業は、保有する販売用不動産の売却を継続して進めており、在庫

を減少させると共に、長期借入金の返済を進め財務体質の強化を目指すことにより、ストック型ビジネス

への移行を促進しました。この結果、売上高は64百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期会計期間における売上高は2,576百万円、営業利益は354百万円、経常利益は

320百万円、四半期純利益は366百万円となりました。

なお、第１四半期会計期間から初めて四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期会計期間

との比較分析は行っておりません。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ1,399百万円減少し、17,301百万円とな

りました。増減の主な内訳は、工具器具備品等の増加があったものの保有不動産の売却等により有形固定

資産が485百万円減少、商品が455百万円減少、販売用不動産が697百万円減少したことによるものであり

ます。

また、当第２四半期会計期間末における負債合計は前事業年度末に比べ1,929百万円減少し、7,556百万

円となりました。増減の主な内訳は、未払金の増加等によりその他の流動負債が215百万円増加したもの

の、固定資産の不動産売却等により1年内返済予定の長期借入金が319百万円減少したこと等により流動

負債が62百万円減少、長期借入金が1,727百万円減少したことによるものであります。

当第２四半期会計期間末における純資産合計は前事業年度末に比べ529百万円増加し、9,744百万円と

なりました。増減の主な内訳は、利益剰余金が529百万円増加したことによるものであります。これらの結

果、自己資本比率は56.3％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は1,121百万円となりました。

　

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、505百万円の収入となりました。主な内訳は、固定資産売却

益150百万円等の減少要因に対し、税引前四半期純利益367百万円、減価償却費計上額252百万円、たな卸資

産の減少額60百万円等の増加要因によるものであります。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、715百万円の収入となりました。主な内訳は、有形固定資産

の取得による支出額515百万円等の減少要因に対し、有形固定資産の売却による収入額1,220百万円及び

貸付金の回収額20百万円の増加要因によるものであります。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、1,179百万円の支出となりました。主な内訳は、長期借入れ

による収入140百万円の増加要因に対し、長期借入金の返済による支出額1,318百万円等の減少要因によ

るものであります。

なお、第１四半期会計期間から初めて四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期会計期間

との比較分析は行っておりません。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間に以下の設備を売却いたしました。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)

建物
土地
(面積㎡)

その他 合計

熱海ふふ

(静岡県熱海市）

不動産運用

サービス事業
ホテル 829,115

229,092
(7,489.29)

155,0941,213,301―

(注)　１　帳簿価額のうち「その他」は、構築物、工具器具備品、機械装置であります。

　　　２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。ま

た、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

　

EDINET提出書類

エリアリンク株式会社(E04011)

四半期報告書

 7/39



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,576,000

計 3,576,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,257,630 1,257,630
東京証券取引所
（マザーズ）

完全議決権株式であり、権利内
容に何らの限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。なお、単元株制度は採用
しておりません。

計 1,257,630 1,257,630― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

①平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、特別決議され

た新株予約権

（平成16年３月26日　定時株主総会　特別決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 576個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 576株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき34,007円

新株予約権の行使期間
平成18年３月27日から
平成26年３月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　34,007円
資本組入額　17,004円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) 　１　当社が、新株予約権付与後、株式分割(配当可能利益又は準備金の資本組入による場合を含むものとし、以下同

様とする。)又は株式併合を行う場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整いたします。ただし、かかる調

整は、その時点で新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われます。

 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

(調整後生じる100分の１未満の株式は切り捨てます。) 

 

　なお、新株予約権付与後、株主割当増資(第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む)を行う

場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整いたします。ただし、かかる調整は、その時点で新株予約権を

行使していない目的たる株式の数についてのみ行われます。 

　

調整後株式数＝調整前株式数×
既発行株式数＋新発行株式数

既発行株式数

(調整後生じる100分の１未満の株式は切り捨てます。) 

新株予約権付与後、株主割当増資(第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む)を行う場合

は、行使価額を次に定める算式(以下、「行使価額調整式」という。)をもって調整いたします。 

　

調整後
行使価額

＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

(行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げます。) 

なお、新株予約権付与後、株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整いたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げます。) 

　

２　新株予約権行使の条件 

(1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約で、権利行使期間中の各年において権利行使で

    きる新株予約権の個数の上限を定めることができるものとする。 

(3) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役若しくは従業員の地位にあることを

    要す。ただし、諸般の事情を考慮の上、当社取締役会が特例として承認した場合を除く。 

(4) 権利者が死亡した場合、権利者の相続人は当社と権利者との間で締結する新株予約権付与契約に定める一

    定の条件の下で新株予約権を相続するものとする。 

(5) この他の条件については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と権利者との間で締結する新

    株予約権付与契約に定める。 

　

３　新株予約権の譲渡に関する事項 

　　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

　

EDINET提出書類

エリアリンク株式会社(E04011)

四半期報告書

 9/39



　

②平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、特別決議された新株予約権

（平成18年３月30日　定時株主総会　特別決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 752個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 752株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき83,750円

新株予約権の行使期間
平成20年３月31日から
平成28年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　83,750円
資本組入額　41,875円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　 １　当社が、新株予約権付与後、株式分割又は株式併合を行う場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整い

たします。ただし、かかる調整は、その時点で新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ

ます。 

 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

(調整後生じる１株未満の株式は切り捨てます。) 

 

なお、新株予約権付与後、株主割当増資(第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む)を行う

場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整いたします。ただし、かかる調整は、その時点で新株予約権を

行使していない目的たる株式の数についてのみ行われます。 

　

調整後株式数＝調整前株式数×
既発行株式数＋新発行株式数

既発行株式数

(調整後生じる１株未満の株式は切り捨てます。) 

 

新株予約権付与後、株主割当増資(第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む)を行う場合

は、行使価額を次に定める算式(以下、「行使価額調整式」という。)をもって調整いたします。

　

調整後
行使価額

＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

(行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げます。) 

 

なお、新株予約権付与後、株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整いたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げます。)

　

２　新株予約権行使の条件

(1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約で、権利行使期間中の各年において権利行使で

　　きる新株予約権の個数の上限を定めることができるものとする。 

(3) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社、当社の子会社及び関連会社の取締役、監査

　　役及び従業員の地位にあることを要す。但し、諸般の事情を考慮の上、当社取締役会が特例として承認し

　　た場合を除く。 
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(4) 権利者が死亡した場合、権利者の相続人は当社と権利者との間で締結する新株予約権付与契約に定める一

　　定の条件の下で新株予約権を相続するものとする。 

(5) この他の条件については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と権利者との間で締結する新

　　株予約権付与契約に定める。 

　

３　新株予約権の譲渡に関する事項 

　　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 1,257,630 ― 5,568,222 ― 5,612,719

　
(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

林　尚道 東京都渋谷区 279,072 22.19

佐々木　桂一 東京都渋谷区 62,000 4.92

株式会社アミックス 東京都千代田区九段北１丁目５番10号 40,000 3.18

ノーザン　トラスト　カンパニー　
エイブイエフシー　リ　ノーザン　
トラスト　ガンジー　ノン　トリー
ティー　クライアンツ
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT, UK
 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

36,079 2.86

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 29,390 2.33

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルピー
エルシー
（常任代理人　モルガン・スタン
レーMUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON
E14 4QA, U.K.
 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号）

24,141 1.91

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー　
505227
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
 
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

18,330 1.45

山本　一明 岐阜県各務原市 18,049 1.43

エリアリンク取引先持株会 東京都千代田区神田小川町３丁目１番地 16,429 1.30

ザ　チェース　マンハッタン　バン
ク　エヌエイ　ロンドン　エス　エ
ル　オムニバス　アカウント
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD, ENGLAND
 
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

13,881 1.10

計 ― 537,371 42.73

(注)  上記のほか当社所有の自己株式30,000株（2.39％）があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 30,000 ―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,227,630 1,227,630
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 　 1,257,630 ― ―

総株主の議決権 ― 1,227,630 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エリアリンク株式会社
東京都千代田区神田
小川町三丁目１番地

30,000 ― 30,000 2.39

計 ― 30,000 ― 30,000 2.39

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
　１月 　２月 ３月

　
４月 ５月 ６月

最高(円) 5,1905,3004,7804,0703,9953,505

最低(円) 3,7854,3552,9153,5803,4003,190

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(3) 前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累

計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は四半期財務諸表を作成していないため、前第

２四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22

年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期損益計算書並びに前第２四半期累計期間（平成22

年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第２四半

期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成

22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結損益計算書並びに前第２四半期連結累計期

間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載

しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で)及び当第２四半期累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につ

いて、優成監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は前事業年度末において連結子会社であったハロー・テクノ株式会社を関連会社とした結果、連結

子会社が存在しなくなったため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,121,602 1,033,980

売掛金 342,986 301,973

完成工事未収入金 44,005 89,746

商品 ※4
 572,447 1,027,770

販売用不動産 ※1
 1,084,703

※1
 1,782,530

未成工事支出金 336 －

貯蔵品 1,241 3,804

その他 1,030,584 729,061

貸倒引当金 △44,505 △39,762

流動資産合計 4,153,401 4,929,104

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 8,777,575

※1
 9,651,255

減価償却累計額 △1,423,924 △1,267,788

減損損失累計額 △140,648 △172,166

建物（純額） 7,213,002 8,211,301

土地 ※1
 2,641,095

※1
 2,870,187

その他 ※1, ※4
 2,977,100

※1
 2,140,527

減価償却累計額 △791,253 △695,330

減損損失累計額 △724 △2,249

その他（純額） 2,185,122 1,442,947

有形固定資産合計 12,039,219 12,524,436

無形固定資産

その他 176,859 228,042

無形固定資産合計 176,859 228,042

投資その他の資産

その他 2,226,525 2,319,295

貸倒引当金 △1,294,843 △1,299,809

投資その他の資産合計 931,681 1,019,486

固定資産合計 13,147,760 13,771,965

資産合計 17,301,162 18,701,070
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 288,174 241,028

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※2
 771,565

※1, ※2
 1,091,446

未払法人税等 19,072 23,877

その他 ※1
 995,767

※1
 780,379

流動負債合計 2,074,579 2,136,732

固定負債

長期借入金 ※1, ※2
 4,197,512

※1, ※2
 5,924,979

その他 ※1
 1,284,700

※1
 1,424,687

固定負債合計 5,482,213 7,349,666

負債合計 7,556,793 9,486,398

純資産の部

株主資本

資本金 5,568,222 5,568,222

資本剰余金

資本準備金 5,612,719 5,612,719

資本剰余金合計 5,612,719 5,612,719

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,180,579 △1,709,931

利益剰余金合計 △1,180,579 △1,709,931

自己株式 △256,584 △256,584

株主資本合計 9,743,777 9,214,425

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 591 245

評価・換算差額等合計 591 245

純資産合計 9,744,369 9,214,671

負債純資産合計 17,301,162 18,701,070
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(2)【四半期損益計算書】
【前第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 6,458,347

売上原価 5,266,110

売上総利益 1,192,237

販売費及び一般管理費 ※1
 770,713

営業利益 421,524

営業外収益

受取利息 3,110

受取補償金 7,188

その他 8,443

営業外収益合計 18,742

営業外費用

支払利息 120,344

その他 37,135

営業外費用合計 157,480

経常利益 282,786

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,505

固定資産売却益 37

事業譲渡益 34,007

特別利益合計 37,550

特別損失

投資有価証券評価損 10,190

固定資産除却損 ※2
 85,843

前期損益修正損 ※3
 9,382

その他 5,449

特別損失合計 110,865

税金等調整前四半期純利益 209,471

法人税、住民税及び事業税 24,282

法人税等調整額 △184,432

法人税等合計 △160,149

四半期純利益 369,620
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【当第２四半期累計期間】
(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 5,606,875

売上原価 4,461,141

売上総利益 1,145,734

販売費及び一般管理費 ※1
 640,262

営業利益 505,471

営業外収益

受取利息 2,561

還付加算金 862

受取遅延損害金 2,370

業務受託料 3,467

その他 5,647

営業外収益合計 14,909

営業外費用

支払利息 78,945

その他 12,714

営業外費用合計 91,660

経常利益 428,721

特別利益

固定資産売却益 ※2
 150,027

貸倒引当金戻入額 6,261

その他 1,906

特別利益合計 158,195

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 64,955

災害による損失 ※3
 48,308

その他 73,614

特別損失合計 186,878

税引前四半期純利益 400,038

法人税、住民税及び事業税 4,582

法人税等調整額 △133,896

法人税等合計 △129,314

四半期純利益 529,352
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【前第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 3,602,704

売上原価 2,970,758

売上総利益 631,946

販売費及び一般管理費 ※1
 392,628

営業利益 239,318

営業外収益

受取利息 1,405

受取補償金 4,919

その他 4,544

営業外収益合計 10,869

営業外費用

支払利息 58,433

その他 5,861

営業外費用合計 64,295

経常利益 185,892

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,423

事業譲渡益 34,007

特別利益合計 39,430

特別損失

投資有価証券評価損 10,190

固定資産除却損 ※2
 84,386

前期損益修正損 ※3
 9,382

その他 5,449

特別損失合計 109,408

税金等調整前四半期純利益 115,914

法人税、住民税及び事業税 6,442

法人税等調整額 △433

法人税等合計 6,008

四半期純利益 109,905
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【当第２四半期会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 2,576,201

売上原価 1,931,728

売上総利益 644,473

販売費及び一般管理費 ※1
 290,110

営業利益 354,362

営業外収益

受取利息 1,190

受取遅延損害金 1,260

業務受託料 3,467

その他 5,064

営業外収益合計 10,983

営業外費用

支払利息 36,668

その他 7,810

営業外費用合計 44,479

経常利益 320,866

特別利益

固定資産売却益 ※2
 150,027

貸倒引当金戻入額 1,610

その他 1,243

特別利益合計 152,881

特別損失

災害による損失 ※3
 48,308

過年度損益修正損 ※4
 36,515

その他 21,328

特別損失合計 106,152

税引前四半期純利益 367,595

法人税、住民税及び事業税 2,057

法人税等調整額 △1,403

法人税等合計 654

四半期純利益 366,941
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 209,471

減価償却費 454,041

のれん償却額 32,270

貸倒引当金の増減額（△は減少） △306,589

受取利息及び受取配当金 △3,149

支払利息 120,344

為替差損益（△は益） 1,137

投資有価証券評価損益（△は益） 10,190

固定資産売却損益（△は益） △37

事業譲渡損益（△は益） △34,007

固定資産除却損 85,843

金利スワップ評価損 13,878

売上債権の増減額（△は増加） 4,854

たな卸資産の増減額（△は増加） 806,275

前払費用の増減額（△は増加） △98,718

未収入金の増減額（△は増加） 6,676

差入保証金の増減額（△は増加） △29,041

破産更生債権等の増減額（△は増加） 313,288

長期前払費用の増減額（△は増加） △1,802

仕入債務の増減額（△は減少） 1,959

未払金の増減額（△は減少） 20,674

未払費用の増減額（△は減少） △8,081

未払消費税等の増減額（△は減少） △116,626

前受金の増減額（△は減少） 6,909

長期前受収益の増減額（△は減少） 41,599

預り保証金の増減額（△は減少） △221

リース資産減損勘定の取崩額 △75,907

その他 25,175

小計 1,480,405

利息及び配当金の受取額 359

利息の支払額 △127,897

法人税等の支払額 △19,417

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,333,450
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

担保預金の預入による支出 △92,000

有形固定資産の取得による支出 △149,003

有形固定資産の売却による収入 47

無形固定資産の取得による支出 △21,779

貸付金の回収による収入 31,234

投資活動によるキャッシュ・フロー △231,501

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 2,778,824

長期借入金の返済による支出 △4,470,302

配当金の支払額 △322

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,691,801

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,137

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △590,988

現金及び現金同等物の期首残高 1,803,974

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,212,986
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【当第２四半期累計期間】
(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 400,038

減価償却費 499,994

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 64,955

貸倒引当金の増減額（△は減少） △222

受取利息及び受取配当金 △2,606

支払利息 78,945

固定資産売却損益（△は益） △150,027

売上債権の増減額（△は増加） 4,727

たな卸資産の増減額（△は増加） 726,764

仕入債務の増減額（△は減少） 47,146

その他 △121,581

小計 1,548,131

利息及び配当金の受取額 909

利息の支払額 △89,783

法人税等の支払額 △9,450

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,449,806

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △566,381

有形固定資産の売却による収入 1,220,977

有形固定資産の除却による支出 △5,775

無形固定資産の取得による支出 △6,678

貸付金の回収による収入 45,262

投資活動によるキャッシュ・フロー 687,405

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 140,000

長期借入金の返済による支出 △2,187,347

配当金の支払額 △390

リース債務の返済による支出 △1,886

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,049,624

現金及び現金同等物に係る換算差額 34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 87,621

現金及び現金同等物の期首残高 1,033,980

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,121,602
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

１．会計処理基準に関する事項

の変更

(1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

　第１四半期会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16

号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する

当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

　当該変更による損益に与える影響はありません。

 
(2) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、当第２四半期累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ

7,621千円減少し、税引前四半期純利益は72,577千円減少しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算

定方法

貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

場合に、前事業年度末に算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般

債権の貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に提供している資産は次のとおりでありま

す。

販売用不動産 1,006,969千円

建物 6,389,915千円

土地 2,420,023千円

　　　　　計 9,816,907千円

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定
の長期借入金

760,693千円

長期借入金 4,133,752千円

　　　　　計 4,894,446千円

なお、有形固定資産の一部については割賦払いの

方法で購入しているため、所有権が売主に留保され

ております。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に提供している資産は次のとおりでありま

す。

販売用不動産 1,704,354千円

建物 7,372,065千円

土地 2,799,162千円

　　　　　計 11,875,582千円

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定
の長期借入金

1,080,574千円

長期借入金 5,855,783千円

　　　　　計 6,936,357千円

なお、有形固定資産の一部については割賦払いの

方法で購入しているため、所有権が売主に留保され

ております。

所有権が留保されている資産

建物 588,265千円

その他 18,205千円

　　　　　計 606,471千円

（上記に対応する債務）

その他流動負債 43,895千円

その他固定負債 294,823千円

　　　　　計 338,719千円

所有権が留保されている資産

建物 612,824千円

その他 19,923千円

　　　　　計 632,747千円

（上記に対応する債務）

その他流動負債 43,895千円

その他固定負債 320,429千円

　　　　　計 364,325千円

※２　財務制限条項

１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金のう

ち851,200千円には財務制限条項が付されており、各

条項のいずれかに抵触した場合には、当該借入金の

借入先に対し該当する借入金額を一括返済する事が

あります。各条項の主な内容は以下のとおりです。

(1) 連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における

純資産の部の合計額を、当該決算期の直前の決

算期末日の金額または平成20年12月期末の金額

のいずれか大きい方の80％以上に維持するこ

と。

(2) 決算期の単体及び連結の損益計算書における経

常損益について、２期連続して損失を計上しな

いこと。

※２　財務制限条項

１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金のう

ち966,400千円には財務制限条項が付されており、各

条項のいずれかに抵触した場合には、当該借入金の

借入先に対し該当する借入金額を一括返済する事が

あります。各条項の主な内容は以下のとおりです。

(1) 連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における

純資産の部の合計額を、当該決算期の直前の決

算期末日の金額または平成20年12月期末の金額

のいずれか大きい方の80％以上に維持するこ

と。

(2) 決算期の単体及び連結の損益計算書における経

常損益について、２期連続して損失を計上しな

いこと。
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当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

　３　偶発債務

当社は、平成22年７月９日付で、東京地方裁判所に

おいて㈲コスモクオリアより訴訟の提起を受けてお

ります。

当社は、平成19年に売却した千葉県四街道市の診

療所に関し、原告より重要事実を告げないで譲渡を

なしたとして損害賠償額259,212千円及び利息を請

求されております。

当社としては、重要事実に関する説明内容と実体

に齟齬がないこと、仮に齟齬があったとしても当社

が当時知りえた事実については、十分説明の上売却

したとの認識であり、原告からの請求に対し、弁護士

と協議の上適切に対処していく予定であります。

なお、訴訟の結果によっては当社の業績に影響を

及ぼす場合がありますが、現時点ではその影響額は

不明であります。

※４　従来、商品として保有していた資産（販売用コンテ

ナ）を所有目的の変更により、工具器具備品へ

428,613千円振替えております。

　３　偶発債務

当社は、平成22年７月９日付で、東京地方裁判所に

おいて㈲コスモクオリアより訴訟の提起を受けてお

ります。

当社は、平成19年に売却した千葉県四街道市の診

療所に関し、原告より重要事実を告げないで譲渡を

なしたとして損害賠償額254,212千円及び利息を請

求されております。

当社としては、重要事実に関する説明内容と実体

に齟齬がないこと、仮に齟齬があったとしても当社

が当時知りえた事実については、十分説明の上売却

したとの認識であり、原告からの請求に対し、弁護士

と協議の上適切に対処していく予定であります。

なお、訴訟の結果によっては当社の業績に影響を

及ぼす場合がありますが、現時点ではその影響額は

不明であります。

―――――――――

　

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金

　　額は次のとおりであります。

給与手当 284,760千円

顧問料 23,781千円

支払手数料 59,731千円

広告宣伝費 66,069千円

貸倒引当金繰入額 3,105千円

　
※２　固定資産除却損のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

建物及び構築物 781千円

その他有形固定資産 3,699千円

のれん 81,361千円

計 85,843千円

　
※３　前期損益修正損のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

過年度解約損 2,000千円

過年度経費 6,715千円

その他 667千円

計 9,382千円
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当第２四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金

　　額は次のとおりであります。

給与手当 202,276千円

顧問料 37,116千円

支払手数料 62,336千円

広告宣伝費 79,013千円

貸倒引当金繰入額 6,488千円

　
※２　固定資産売却益のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

主に建物、土地 150,027千円

計 150,027千円

　
※３　災害による損失は東日本大震災によるものであ

　　り、その内訳は次のとおりであります。

固定資産の原状回復費用等 42,040千円

その他 6,267千円

計 48,308千円

　

前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金

　　額は次のとおりであります。

給与手当 149,713千円

顧問料 16,319千円

支払手数料 32,494千円

広告宣伝費 29,647千円

　
※２　固定資産除却損のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

建物及び構築物 188千円

その他有形固定資産 3,699千円

のれん 80,498千円

計 84,386千円

　
※３　前期損益修正損のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

過年度解約損 2,000千円

過年度経費 6,715千円

その他 667千円

計 9,382千円
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当第２四半期会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金

　　額は次のとおりであります。

給与手当 97,990千円

顧問料 16,723千円

支払手数料 28,869千円

広告宣伝費 32,301千円

貸倒引当金繰入額 255千円

　
※２　固定資産売却益のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

主に建物、土地 150,027千円

計 150,027千円

　
※３　災害による損失は東日本大震災によるものであ

　　り、その内訳は次のとおりであります。

固定資産の原状回復費用等 42,040千円

その他 6,267千円

計 48,308千円

　
※４　過年度損益修正損のうち主要な項目及び金額は

　　次のとおりであります。

過年度の地方税 36,515千円

計 36,515千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

※１  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

現金及び預金 1,361,986千円

計 1,361,986千円

預入期間が３か月超の定期預金
及び担保に供している定期預金

△149,000千円

現金及び現金同等物 1,212,986千円

　

当第２四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

※１  現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残

高と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成23年６月30日現在)

現金及び預金 1,121,602千円

計 1,121,602千円

預入期間が３か月超の定期預金
及び担保に供している定期預金

―千円

現金及び現金同等物 1,121,602千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成23年６月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成23年１月１日  至  平

成23年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 1,257,630

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 30,000

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

第２四半期累計期間

当第２四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

関連会社に対する投資の金額 10,500千円

持分法を適用した場合の投資の金額 11,741千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 △1,091千円

　

第２四半期会計期間

当第２四半期会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

関連会社に対する投資の金額 10,500千円

持分法を適用した場合の投資の金額 11,741千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 △4,900千円
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

事業分離

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含

む事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称及び分離した事業の内容

分離先企業の名称 ：株式会社ウェルズ21

分離した事業の内容 ：当社の「貸地」事業

(2) 事業分離を行った主な理由

　株式会社ウェルズ21（役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等）

との間で、事業の重複を解消するため、事業の譲渡を行うこととなりました。

(3) 事業分離日 ：平成22年６月１日

(4) 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

２．実施した会計処理の概要

(1) 事業譲渡益の金額 ：34,007千円

(2) 移転した事業に係る資産の適正な帳簿価格並びにその主な内訳

固定資産 ：22,899千円

資産合計 ：22,899千円

３．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

不動産運用サービス事業

４．四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されてい

る分離した事業に係る損益の概算額

　 会計期間 累計期間

売上高 17,881千円48,144千円

営業利益 3,983千円11,916千円

経常利益 4,004千円11,937千円

なお、影響の概算額の注記については監査証明を受けておりません。
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取得による企業結合

１．相手企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法

的形式

(1) 相手企業の名称及び事業の内容

相手企業の名称 ：株式会社ウェルズ21

事業の内容 ：賃貸管理物件の賃貸業

(2) 企業結合を行った主な理由

当社のパーキング事業の一環として、株式会社ウェルズ21（役員及びその近親者が議決権

の過半数を所有している会社等）との間で、駐車場管理受託の取引を行っておりましたが、

事業の重複を解消するため、事業の譲受を行うこととなりました。

(3) 企業結合日 ：平成22年６月１日
　

(4) 企業結合の法的形式：事業譲受
　

(5) 結合後企業の名称 ：変更ありません。

２．四半期連結会計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

平成22年６月１日から平成22年６月30日まで

３．取得した事業の取得原価及びその内訳

取得の対価 ：現金56,669千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額：53,971千円
　

(2) 発生原因 ：今後の事業展開によって期待される、将来の収益から生じたもの。
　

(3) 償却方法及び償却期間：５年間の定額法により償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

固定資産 ：53,971千円

資産合計 ：53,971千円

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結会計期間に係

る四半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

事業の部分的な譲受のため概算額の算定が困難であり試算しておりません。

なお、影響の概算額の注記については監査証明を受けておりません。

　
当第２四半期会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　
不動産運用
サービス事業
(千円)

不動産再生・
流動化サービス事業

(千円)

その他
の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,820,385 782,319― 3,602,704 ― 3,602,704

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,820,385 782,319― 3,602,704 ― 3,602,704

営業利益 356,709 6,506 ― 363,215（123,897）239,318

(注)　１．事業区分の方法

事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。

　

　　　２．各事業区分に属する主要な事業

①不動産運用サービス事業

当社グループが土地・空室等を借上げ、又は土地、建物等を取得・保有し、運用する事業であります。主

な事業は「ハローコンテナ」「ハロートランク」「ハローストレージ」「ハローパーキング」及びこれ

らに付随した商標利用料収入及び商標利用企業等がメーカーからコンテナ等を購入した際に手数料収入

を得る「ネットワーク」事業、レジデンス事業、リゾート事業、店舗・オフィス事業等であります。また、土

地、建物所有者のニーズに合わせてコンテナ、トランク、ウェルズ21等の設置、及びコンテナ等商品販売事

業であります。

②不動産再生・流動化サービス事業

当社グループが保有している中古の不動産物件について改修等を行うことで付加価値を加え、運用効率

を上げた後に投資家等に販売する事業等であります。

③その他の事業

賃貸住宅向けのカードキーを開発・製造しているメーカーより、販売促進に関する業務委託を受け、販

売実績に基づき手数料収入を得る事業等であります。

　

　　　３．会計処理方法の変更

①収益認識基準の変更

不動産運用サービス事業におけるコンテナ等の商品販売の収益認識基準については、従来、販売時に一

括計上する方法によっておりましたが、取引の実態をより適切に反映し、収益認識をより客観的かつ確実

に行うため、当第１四半期連結会計期間から、販売契約と同時に締結される借上げ契約の契約期間に応じ

て期間按分する方法に変更いたしました。

②不動産運用サービス事業における自動販売機の設置に係る受取手数料の計上区分

従来、不動産運用サービス事業における自動販売機の設置に係る受取手数料は、営業外収益の「受取手

数料」に含めて処理しておりましたが、当第１四半期連結会計期間から売上高に含めて計上しておりま

す。

　

　　　４．追加情報

①耐用年数の変更

当第２四半期において、不動産運用サービス事業のコンテナの耐用年数を７年から20年に変更しまし

た。この変更 は、コンテナが従来の耐用年数を超えて利用されている実態を鑑みて、耐用年数の実態調査

を行った結果であり、調査結果がまとまった当第２四半期に変更することになりました。
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前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　
不動産運用
サービス事業
(千円)

不動産再生・
流動化サービス事業

(千円)

その他
の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

5,570,421 887,926― 6,458,347 ― 6,458,347

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 5,570,421 887,926― 6,458,347 ― 6,458,347

営業利益 692,984 6,893 ― 699,878（278,354）421,524

(注)　１．事業区分の方法

事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。

　

　　　２．各事業区分に属する主要な事業

①不動産運用サービス事業

当社グループが土地・空室等を借上げ、又は土地、建物等を取得・保有し、運用する事業であります。主

な事業は「ハローコンテナ」「ハロートランク」「ハローストレージ」「ハローパーキング」及びこれ

らに付随した商標利用料収入及び商標利用企業等がメーカーからコンテナ等を購入した際に手数料収入

を得る「ネットワーク」事業、レジデンス事業、リゾート事業、店舗・オフィス事業等であります。また、土

地、建物所有者のニーズに合わせてコンテナ、トランク、ウェルズ21等の設置、及びコンテナ等商品販売事

業であります。

②不動産再生・流動化サービス事業

当社グループが保有している中古の不動産物件について改修等を行うことで付加価値を加え、運用効率

を上げた後に投資家等に販売する事業等であります。

③その他の事業

賃貸住宅向けのカードキーを開発・製造しているメーカーより、販売促進に関する業務委託を受け、販

売実績に基づき手数料収入を得る事業等であります。

　

　　　３．会計処理方法の変更

①収益認識基準の変更

不動産運用サービス事業におけるコンテナ等の商品販売の収益認識基準については、従来、販売時に一

括計上する方法によっておりましたが、取引の実態をより適切に反映し、収益認識をより客観的かつ確実

に行うため、当第１四半期連結会計期間から、販売契約と同時に締結される借上げ契約の契約期間に応じ

て期間按分する方法に変更いたしました。この変更により、従来の方法によった場合と比較し、売上高

78,273千円、売上総利益、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益が52,207千円減少しており

ます。

②不動産運用サービス事業における自動販売機の設置に係る受取手数料の計上区分

従来、不動産運用サービス事業における自動販売機の設置に係る受取手数料は、営業外収益の「受取手

数料」に含めて処理しておりましたが、当第１四半期連結会計期間から売上高に含めて計上しておりま

す。これにより、従来と同一の方法によった場合と比べ、売上高、売上総利益および営業利益はそれぞれ

5,274千円多く計上されております。

　

　　　４．追加情報

①耐用年数の変更

当第２四半期において、不動産運用サービス事業のコンテナの耐用年数を７年から20年に変更しまし

た。この変更は、コンテナが従来の耐用年数を超えて利用されている実態を鑑みて、耐用年数の実態調査を

行った結果であり、調査結果がまとまった当第２四半期に変更することになりました。

この変更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、そ

れぞれ15,309千円増加しております。なお、第１四半期連結累計期間は、変更後の方法によった場合と比べ

て、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ6,412千円少なく計上されております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

本邦以外の国、または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

本邦以外の国、または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は、「不動産運用サービス事業」及び「不動産再生・流動化サービス事業」の事業を営んでお

ります。「不動産運用サービス事業」は、当社が土地・空室等を借上げ、又は土地、建物等を取得・保有

し運用する事業等であります。また、土地、建物所有者のニーズに合わせて、コンテナ、トランクルーム

等の設置、及び建築を受注し提供する事業であります。「不動産再生・流動化サービス事業」は、当社

が保有している中古の不動産物件について改修等を行うことで付加価値を加え、運用効率を上げた後

に投資家等に販売する事業等であります。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)
（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額不動産運用

サービス事業
不動産再生・

流動化サービス事業
計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,833,076 773,7995,606,875 ― 5,606,875

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― 　

計 4,833,076 773,7995,606,875 ― 5,606,875

セグメント利益 742,999 44,646787,646△282,174505,471

(注)　１．セグメント利益の調整額△282,174千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な

　　内容は管理部門に係る費用であります。

  　　２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)
（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額不動産運用

サービス事業
不動産再生・

流動化サービス事業
計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,511,289 64,9122,576,201 ― 2,576,201

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― 　

計 2,511,289 64,9122,576,201 ― 2,576,201

セグメント利益 439,966 36,392476,359△121,997354,362

(注)　１．セグメント利益の調整額△121,997千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な

　　内容は管理部門に係る費用であります。

  　　２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．会計処理の原則・手続、表示方法の変更

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。

これにより、不動産運用サービス事業の当第２四半期累計期間のセグメント利益は7,621千円減少し

ております。

　

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

EDINET提出書類

エリアリンク株式会社(E04011)

四半期報告書

34/39



　

(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 7,937.54円
　

　 　

　 7,506.06円
　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

第２四半期累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 301.08円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 369,620

普通株式に係る四半期純利益(千円) 369,620

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,227,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

当第２四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 431.19円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 529,352

普通株式に係る四半期純利益(千円) 529,352

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,227,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

―
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第２四半期会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 89.52円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 109,905

普通株式に係る四半期純利益(千円) 109,905

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,227,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

当第２四半期会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 298.90円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 366,941

普通株式に係る四半期純利益(千円) 366,941

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,227,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月５日

エリアリンク株式会社

取　締　役　会  御中

　
優　成　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    加    藤    善    孝    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    本    間    洋    一    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    狐    塚    利    光    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエリ

アリンク株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エリアリンク株式会社及び連結子会社の平成

22年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より、不動産運用サービス事業におけるコンテナ等の商品販売の収益認識基準を、

販売時に一括計上する方法から、販売契約と同時に締結される借上げ契約の契約期間に応じて期間按分

する方法に変更している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社に対する損害賠償請求訴訟が提起されている。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月８日

エリアリンク株式会社

取　締　役　会  御中

　

優　成　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    須    永    真    樹    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    狐    塚    利    光    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエリ

アリンク株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第17期事業年度の第２四半期会計期間

(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年１月１日から平成23年６

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、エリアリンク株式会社の平成23年６月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四

半期会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を

適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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